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研究成果の概要（和文）：平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う津波により、多くの犠牲者を出し
た。本研究は、東南海・南海地震に伴う津波の来襲が予測されている地域（高知県、徳島県、和歌山県、三重県、大阪
府、兵庫県）の海水浴場を対象に、利用者の津波防災意識アンケート（合計3055名)、避難訓練参加者の行動分析およ
び避難行動シミュレーションを実施し、津波来襲時の安全避難対策として、避難誘導および避難経路表示の重要性を研
究成果に基づいて指摘した。

研究成果の概要（英文）：So many people were sacrificed by the giant tsunami caused by Tohoku Earthquake 
on March 11, 2011. Questionnaire research on tsunami disaster to beach users in Kochi, Tokushima, 
Wakayama, Mie, Osaka and Hyogo Prefectures, and simulation of evacuation from beach were conducted. From 
the results, evacuation guidance and route signs are very important for planning tsunami disaster 
prevention measures to achieve safe evacuation.

研究分野： 環境防災水工学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
わが国では、地震に伴う津波により多くの

犠牲者を出してきたため、地域住民を対象と
した対策や教育が行われてきており、避難の
重要性がすでに認識されていた。安全な避難
を行うことを目的に、地域住民や対策立案者
への助言を目的として、津波に対する防災意
識や避難行動、および防災教育について研究
されていた（例えば、柄谷・越村・首藤：海
岸工学論文集 2003、岡安他：海岸工学論文
集 2007、加藤・諏訪・林：水工学論文集 2009）。
また、本研究グループの研究（例えば、石垣・
島田ら：海岸工学論文集 2010）のように、
海水浴場利用者などの来訪者を対象とした
研究も行われていた。これらの研究をとおし
て、津波に対する防災意識や避難意思決定に
至る要因などが明らかとなり、海岸利用者の
避難対策の作成に活かされてきていた。 
しかしながら、平成 23 年 3 月 11 日に発生

した東北地方太平洋沖地震に伴う津波が想
定被害を大幅に上回る犠牲者を出したこと
から、ハードおよびソフト対策の両面から抜
本的な対策の見直しが喫緊の課題となって
いた。この災害が、津波災害文化が残ってい
て防災意識も高く、先進的な防災教育が行わ
れてきた地域で起ったことから、多くの検討
すべき課題が浮かび上がってきていた。1983
年 5月 26日に発生した日本海中部地震では、
東日本大震災の被災地より津波避難訓練や
啓蒙活動がなされていなかった秋田県・青森
県で、遠足の小学生、釣客、港で護岸工事を
していた作業員ら 100 人が犠牲となった。こ
のように、減災という観点より、避難対策が
最重要の課題となっており、他の津波来襲地
域の対策も同様の状況にあった。特に、30
年以内の高い発生率が予測されている東
海・藤南海・南海地震に伴う津波の来襲が予
測されている地域では、対策の見直しが迫ら
れているのが現状であった。 
このように、沿岸域の住民および海岸利用

者の津波来襲時の避難は、防災・減災上、大
変重要な研究テーマであった。本研究グルー
プは、前述した日本海中部地震による津波被
害者に他地域からの来訪者が多いことから、
避難訓練や啓蒙活動の対象となりにくく、多
人数が利用する海水浴場（対象とする海水浴
場では、ピーク期には 1日総計数千人が利用）
を対象とした津波避難に関する研究を行っ
てきた。研究グループが 2006 年より実施し
ている東南海・南海地震に伴う津波が来襲す
る海水浴場利用者を対象とした防災意識調
査（海洋開発論文集 2007、海岸工学論文集
2010、海洋開発論文集 2011、自然災害学会
2011、海洋開発論文集 2012）の他には、三
重県・和歌山県・徳島県・高知県の海水浴場
を対象とした広域研究は行われてきていな
いようであった。本研究は、東日本大震災前
後の津波防災意識調査結果を用いた意識構
造分析と、実際に三重県阿児の松原海水浴場
にて実施された避難訓練参加者の行動分析

を行い、その結果を用いて津波来襲を想定し
た海岸利用者の避難行動シミュレーション
に活かして安全避難について検討し、その対
応策を提言していくこととした。 

 
２．研究の目的 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太

平洋沖地震に伴う津波により、多くの犠牲者
を出した。津波に対する意識が高く、対策が
進んでいたにも係わらず、地域住民が犠牲に
なり、早期の津波避難の重要性を強く認識す
ることとなった。本研究は、東南海・南海地
震に伴う津波の来襲が予測されている地域
（高知県、徳島県、和歌山県、三重県、大阪
府、兵庫県）を対象に、避難訓練や啓蒙活動
が十分に行われていない海岸利用者の津波
防災意識調査を行って避難行動に関与する
要素の分析と実際に三重県阿児の松原海水
浴場にて実施された避難訓練参加者の行動
分析を行い、それらの結果および浸水時の避
難困難度指標を考慮した避難行動シミュレ
ーションを行い、得られた成果をもとに津波
来襲時の安全避難対策を提言していくこと
を目的とした。 

 
３．研究の方法 
東南海・南海地震に伴う津波来襲が予測さ

れる海水浴場利用者の防災意識と安全避難
について、６府県の海水浴場を対象とした津
波防災意識に関するアンケート調査と避難
行動シミュレーションにより検討し、その対
応策を提言するため、津波防災意識に関する
アンケートを、津波が 10 分～30 分で到達す
る三重県、和歌山県、徳島県および高知県、
1～2 時間程度で達する大阪府と兵庫県の代
表的な海水浴場を対象に行い、来訪者の属性
と津波に対する意識や知識、避難意思決定の
要因を検討した。その成果と実際に三重県阿
児の松原海水浴場にて実施された避難訓練
参加者の行動分析結果および浸水時の避難
困難度指標を考慮した避難行動シミュレー
ションを行い、避難の安全度や誘導方法を検
討し、その対応策について提言するため、全
体の研究の枠組みを図１のようにした。 
研究グループは、2006 年より 6回の調査を

実施してきた関西大学の教員を中心に構成
した。分担者として、関西大学の島田、現地
の事情に精通していることから共同調査を
行ってきた徳島大学の武藤、京都大学防災研
究所の馬場が加わった。さらに、連携研究者
として高知大学の大年が加わり、東海・東南
海・南海地震による津波被害が想定される近
畿および四国地方の６府県を対象とした検
討が行える体制とした。 
研究グループの役割分担は、研究総括を石

垣が担当し、図１のＡ（海岸利用者を対象と
した津波対策・避難計画のレビュー）に関連
しては、石垣・島田・武藤・馬場が関連する
府県での調査を分担して行った。Ｂ（B1:海
水浴場利用者の津波防災意識調査及び分析、



B2:避難行動に関する要素分析）に関する研
究担当では、石垣・島田が大阪府・兵庫県・
三重県を、武藤が徳島県・高知県を、馬場が
和歌山県での調査の準備・地元説明を行い、
アンケート調査は互いに協力して実施した。
高知県については、連携研究者の大年の協力
得て武藤が中心となり研究グループで調査
を実施した。Ｃ（C1:避難訓練のビデオ撮影
及び参加者の行動分析、C2:津波来襲時の避
難行動シミュレーション）に関する研究担当
は、三重県阿児の松原海水浴場で毎年実施さ
れている津波避難訓練の撮影および参加者
の行動解析を島田・石垣が中心となって行い、
和歌山県白良浜海水浴場で実施される避難
訓練の撮影および参加者の行動解析につい
ては馬場が中心となって行った。これらの結
果を反映させた避難行動シミュレーション
を研究グループ全員で協力して行った。Ｄ
（浸水解析及び避難困難度指標の適用）に関
する担当は、石垣・馬場が従来の成果に基づ
いて行った。Ｅ（海岸利用者の津波来襲時安
全避難対応策の提言）の総括的な考察や提言
は全員で実施した。各研究分担課題を複数の
研究者が対応し、計画が途中で頓挫しないよ
うな体制を組んだ。なお、調査や解析の補助
役として、関西大学、高知大学、徳島大学の
大学院生が毎年数名、本研究に参画した。ま
た、研究期間中に適宜、海水浴場を管理する
自治体の防災・消防関係者、民間のコンサル
タント技術者と意見交換を図った。 
 

４．研究成果 
（１）海水浴場の津波対策・避難計画のレビ
ュー：平成 25 年度に、対象とした和歌山県、
三重県、高知県では、2012 年 8月の内閣府発
表内容を検討している時期であったため、海
水浴場の存在する白浜町、志摩市、香南市を
対象に津波対策・避難計画について資料調査
を行ったが、県との調整が終わっていないた
め、再度ヒアリングが必要であった。そのた
め、平成 26 年度に南海トラフ地震津波の来
襲が予測される 24 都府県の海水浴場を管理
する自治体および管理団体（合計 516 団体）
を対象に津波防災対策と管理体制に関する
アンケート調査を行い、197 団体からアンケ
ート結果を回収した。その結果、管理体制で

は責任者だけでなく管理者全員の津波防災
に関する知識や意識の向上を図る必要があ
ること、また多くの海水浴場では避難マニュ
アルやハザードマップの作成など津波避難
計画を確立させる必要があることが分かっ
た。この結果をまとめ、土木学会論文集 B3
（海洋開発）に投稿し、掲載された。 
 
（２）海水浴場利用者の津波防災意識調査お
よび分析：平成 25 年度には、2013 年 8 月 2
日に和歌山県の白良浜海水浴場の利用者 360
人を対象にアンケート調査を実施した。東日
本大震災以前の 2006 年 8月調査（318 人）お
よび震災直後の 2011 年 8月調査（329 人）の
結果と比較して津波防災意識の変化を検討
した。その結果、震災直後には防災意識の高
まりはあったが、2年後の 2013 年の調査では
震災前の 2006 年の結果と同様の意識レベル
に低下していたことが知れた。この結果をま
とめ土木学会論文集 B3（海洋開発）に投稿し、
掲載された。また、2013 年 8月 4日に高知県
のヤシーパーク海水浴場の利用者（205 人）
を対象のアンケート調査を実施した。2010 年
7 月調査結果（223 人）と比較したところ、
白良浜と同様に震災前と同様の防災意識と
なっていて経年低下が確認された。 
平成 26 年度には、2014 年７月 26 日～27

日に三重県の阿児の松原海水浴場の利用者
228 人を対象にアンケート調査を実施した。
東日本大震災以前の2009年7月調査（270人）
および震災後の 2012 年 7月調査（309 人）の
結果と比較して津波防災意識の変化を検討
した。その結果、前年度に実施した和歌山県
の白良浜海水浴場での結果と同様に、震災後
には防災意識の高まりはあったが、3 年後の
2014 年の調査では震災前の 2009 年の結果と
同様の意識レベルに低下していたことが知
れた。また、2014 年 8 月 30 日に大阪府の淡
輪海水浴場の利用者（226 人）を、8月 26 日
に兵庫県の須磨海水浴場でもアンケート調
査を実施した。 
平成 27 年度も、2015 年 8月 2、3日に和歌

山県白良浜海水浴場を対象に、津波防災意識
アンケート調査を関西大学および京都大学
の研究者および学生が合同で調査を実施し
た（304 データ取得）。東日本大震災前の 2006
年 8月の 318 名、震災後の 2011 年、2013 年、
2015年に994名の海水浴場利用者に対する津
波防災意識アンケート結果から大震災が防
災意識に与えた影響の経年変化について検
討した。その結果、4 年後に津波危険度認識
の高さが震災前に戻っているものの、南海ト
ラフ巨大地震に伴う津波への認知度が年々
上昇していることが知れた。本研究により、
既存のデータを合わせ 3055 名となる貴重な
データベースが構築できた。 
 

（３）避難訓練のビデオ撮影および参加者の
行動分析：平成 25 年度は、2013 年 8 月 4 日
に三重県の阿児の松原海水浴場で実施され

図１ 研究内容 



た避難訓練のビデオ撮影を行った。また、行
動分析の参考とするため、8月 10 日に和歌山
県白浜町で実施された花火大会での群衆行
動の撮影を行った。避難訓練撮影ビデオを用
い、海中、砂浜、護岸から避難する人の歩行
速度を、運動解析ソフトを用いて求めた。そ
の結果を用い、避難行動シミュレーションに
用いる歩行速度データを得た。これらのデー
タを用い、阿児の松原海水浴場を対象に、津
波来襲時の避難行動シミュレーションを行
い、その結果をまとめ、土木学会論文集 B2(海
岸工学)に投稿し、掲載された。 
平成 26 年度には、2014 年 7月 27 日に三重

県の阿児の松原海水浴場で実施された避難
訓練のビデオ撮影を行った。この結果と 2013
年 8月 4日の避難訓練撮影ビデオを用い、海
中、砂浜、護岸から避難する人の歩行速度を、
運動解析ソフトを用いて追加解析を行った。
その結果を用い、避難行動シミュレーション
に用いる歩行速度データを得た。これらのデ
ータを用い、阿児の松原海水浴場を対象に、
津波来襲時の避難行動シミュレーションを
実施した。 
平成 27 年度には、解析モデルの改善を目

的に、和歌山県白良浜海水浴場で避難行動の
現地実験を実施した。指定した避難開始位置
より被験者にGPSとウエアラブルカメラを携
帯してもらい、行動軌跡と標識等の確認行動
に関するデータを取得した。その結果、避難
開始地点により避難完了率に大きな差異が
生じることが確認された。また、ハザードマ
ップを携帯すれば避難完了率が上昇するが、
避難開始位置によってはハザードマップ携
帯の効果が見られないという結果を得た。 
 

（４）海水浴場利用者の津波来襲時安全避難
対応策の提言：平成 26 年度と 27 年度に海水
浴場管理者にアンケート調査を行った結果、
半数の海水浴場で、管理者、警官およびライ
フセーバーは配置されていない、津波対応マ
ニュアルが作成されていないという結果が
得られた。また、管理者の津波に対する意識
に差があることも知れた。この結果、津波来
襲時に情報伝達および避難誘導ができる人
員の配置、および、避難経路明示が不可欠で
あり、避難所への案内標識の的確な設置すべ
きである点を指摘することができた。 
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